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小児摂食障害におけるアウトカム尺度の開発に関する研究 
 －学校保健における思春期やせの早期発見システムの構築、および発症要因と予後因子の抽出にむけて－ 

 

研究代表者 内田 創（獨協医科大学越谷病院 子どものこころ診療センター） 

 

研究要旨 

 平成 27年度より、母子の健康水準を向上させるための国民運動計画である「健や

か親子 21（第二次）」が始まった。2001 年度から 2014 年度まで実施された健やか親

子 21第一次計画では、さまざまな健康指標が改善されたが、悪化した指標として、

1.十代の自殺率の上昇と 2.低出生体重児の割合の増加があった。思春期やせ症の割

合は減少に転じたものの、不健康なやせ(BMI18.5 以下)の比率は中学 3 年生におい
て 10 年間で 5.5%から 19.6%と増加している 1)。新生児の低体重化の原因として妊

婦の痩身化が影響を及ぼしているものと思われる。健やか親子 21の第二次計画では

重点課題のひとつとして、「学童期・思春期から成人期に向けた保健対策」が掲げら

れ、思春期やせの防止に対する施策は依然として重要な位置づけとされている。我々

は 3年間の研究期間（2014～16年度）内の目標として、①学校健診における思春期

やせ症の早期発見システムの確立(2014~15年度)、②思春期やせ症の予後に影響を与
える因子の分析(2014~16年度)、③やせを来す要因の解析(2015年度)を掲げた。2014
年度に、①のために必要な 7,016 名の摂食態度調査票の分析が終了し、日本語版

EAT-26 (Eating Attitude Test with 26 items)の標準化により、異常な食行動を示す
カットオフ値を算出することができた。学校現場において従来から実施されている

身長・体重による肥満度と合わせて思春期やせ症、不健康なやせの早期スクリーニ

ングに役立つと考えられる。2015 年度は、やせを来す要因と環境の解析を 2014 年
度から前方視的に共同研究機関にエントリーされた 94例を用いて実施し、情緒的健
康や友達との関係における QOLが低く、自閉傾向も高い症例が多いこと、そして本

人自身が頑張り屋や大人の意に沿う良い子という病前性格や片親家庭、親・きょう

だいの精神疾患・発達障害をもつ症例が多く認められた。またクラスに馴染めない

ことや、いじめなどで家庭や学校でコミュニケーションが取りづらく孤立してしま

う症例が多いと考えられたことから、家庭環境や本人の性格から不安や不満などを

周囲に表出できない子どもが、学校内での生活や学業にも不安を感じたときに、ダ

イエットに没頭し自らの体重をコントロールすることに達成感を感じ、食事や体型

のこと以外に関心が向きづらくことによる複合的因子の相互作用がやせを来す要因

として考えられた 2)。2016年度はそれらを踏まえて、34項目の予後因子と１年間の
BMI-SDSの推移を統計的に比較検討し短期予後に影響を与える因子を抽出した。ま

た、疾患分類の概要、中断例、自閉傾向、QOL、精神病理を踏まえた多軸評定、治
療早期の体重増加と予後、血液検査所見、抑うつ傾向などの検討も合わせて行った。 
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A.研究目的 

 本邦における児童・思春期の摂食障害

（思春期やせ症）の予後または転帰に関

する調査研究はない。海外の研究による

と Dashaらは、13歳以下の早期発症摂食

障害患者 208 人の予後について検討し、

76%が回復、6%が悪化、10%が不変だっ

たと述べている 3）。Bryant-Waygh らは、

11 歳未満の発症で予後が不良であるこ

と 4）を示し、Saccomaniらは、罹病期間

の長さが予後に影響すると述べている 5）。

しかしこれらは後方視的な観察研究で

ある。 

 我々は新規患者の登録制度を実施し、

摂食障害の中核症状の程度、心理社会的

因子の内容を厳密に討議し、主観的判断

と施設間格差を最小限にした前方視的

アウトカム（予後）スコア（資料１）を

作成し、患者の継続観察を開始した。ア

ウトカムスコアは、摂食障害の中核症状

に家族、家庭、学校環境を含めた 12 項

目、36点からなる。今年度の研究では、 

34 項目の予後因子（表 1）、QOL、自閉

症スペクトラム指数、うつ尺度、血液検

査、知能検査などと予後との関係につい

て検討した。また、小児の摂食障害の早

期発見・早期治療に結びつけるために、

3年間の研究結果を含めた家族や学校む

けのパンフレット「小児摂食障害サポー

トパンフ」6)を作成した。 

 

B.研究方法 

 2014 年 4 月から 2016 年 8 月の間に全

国 11 箇所の共同研究施設において DSM-5 

（Diagnostic and Statistical Manual of 

Mental Disuo0ders 5th ed. ） ま た は

GOSC(Great Ormond street criteria)を

用いて摂食障害と診断され新規エントリ

ーされた患者 131 名のうち、1年後のアウ
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トカムデータが取得できている 88例を集

計し、予後に影響を与える因子を解析し

た。患者のエントリー基準は、共同研究

施設にて診療（外来・入院は問わない）

した 16 歳未満（エントリー時）の摂食障

害患者のうち、倫理委員会承認済の研究

説明書にて本人、保護者から同意が得ら

れた場合とした。分担研究は、小児摂食

障害アウトカム尺度の開発についての検

討（永光・角間）、症例全体の概要および

中断症例の検討（井口）、精神病理を踏ま

えた多軸評定（深井）、予後因子について

の検討（内田・永光・角間）、治療早期の

体重増加と予後との相関（作田）、自閉症

スペクトラム指数（Autism Quotient; AQ）

と予後との検討（井上）、 QOL と予後と

の検討（岡田）、うつ尺度（Children 

depression inventory; CDI）と予後との

検討（鈴木（雄））、血液検査など検査値

と予後との検討（鈴木（由））、知能検査

と予後との検討（小柳）、治療と介入の視

点からの検討（須見）、自験例からみた 10

年アウトカムの検討（高宮）、きょうだい

構成についての検討（北山）とした。 

また、小児摂食障害の早期発見・早期治

療につなげていくために、今回の研究結

果をふまえて摂食障害についてのパンフ

レット「小児摂食障害サポートパンフ」

を作成した。 

 

C.研究結果 

小児摂食障害アウトカム尺度の開発につ

いての検討（永光・角間）では今回開発し

た小児摂食障害予後評価スケールは身体的

面（中核症状を含む）と心理社会側面の要

素を含み、いずれも経時的な予後（BMI-SDS）

に有意に相関することが明らかとなった。

診断分類の検討（井口）では、男女比 10：

121、平均年齢 12.9 歳、神経性やせ症が約

7 割、非定型が約 3 割であった。発達障害

の併存は 16％、精神疾患の併存は 3人に一

人と頻度が高く注意が必要、また両親は心

身相関を理解しており、学歴は高く、職業

は管理/専門・技術的なものが多いことがわ

かった。さらに個々の症例に対して精神病

理、やせ願望の形態、発症前の適応状態を

含めた６軸での多軸評定を行うことで多様

な病態を整理することができた（深井）。34

個の予後因子（表１）の検討（内田・永光・

角間）では、兄弟数が少ないこと、両親の

高学歴、患児の病前性格として“頑固で融

通がきかない”タイプでないこと、初診ま

での体重減少率が 20%以上であることが短

期予後良好に関連し、病前性格として“頑

張り屋・我慢強い”タイプでないことや患

者本人の精神疾患合併が BMI-SDS 値の高値

に関連していることがわかった。また摂食

障害患者の QOL の検討（岡田）では、身体

的健康、精神的健康、友だちの領域で QOL

尺度が改善していることを認め、アウトカ

ム指標の総得点と QOL 尺度の点数は相関を

認めており、QOL の改善は病状の改善を反

映していると考えられた。知能検査につい

ての検討（小柳）では、摂食障害のうち神

経性やせ症の児は、一般的な心身症・不登

校の児と比べ、FSIQ が高いものが多いと考

えられた。また、神経性やせ症においては、

知的能力が身体的改善とは相関しないもの

の、食行動や認知面の改善とは逆相関する

傾向がみられた。初診時の血液検査につい

ての検討（鈴木由）では、入院時の BMI-SDS

は回復群のほうが回復不良群と比較し優位
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に低く、入院時の徐脈の程度、血液検査の

異常の程度も回復群のほうが悪かった。こ

れらは、BMI-SDS の低さが関連しているも

のと考えられた。自閉症スペクトラム指数

（Autism Quotient; AQ）の検討（井上・作

田）では、小児摂食障害の自閉傾向は、１

年間の経過では有意な改善を認めなかった。

ARFID(回避性・制限性食物摂取障害)群では

AQC の改善と肥満度、ChEAT26 の改善に相関

関係を認めた。うつ尺度の検討（鈴木雄）

では、治療 1年後に ANBP（神経性やせ症過

食・排出型）を除く小児摂食障害では抑う

つの指標である CDI は大きく改善している

こと、発症前の健康時体重まで回復させる

ことで抑うつが軽減することが示された。

外来および入院治療、栄養療法、薬物療法、

心理社会的介入についての検討（須見）で

は、体重の回復後も、情緒行動面、家族関

係、学校適応など見守る必要があり、長期

的な心理社会的介入が必要とされることが

示唆された。また治療から比較的早期（3

～6 か月）に体重を増加させることは予後

に影響を及ぼす可能性があることが示唆さ

れた（作田）。さらに自験例からみた１０年

アウトカムとアウトカムに与える影響因子

の検討（高宮）では、10年後の転機は完全

寛解 63％、部分寛解 22％であった。また

10 年後アウトカムについて、完全寛解、部

分寛解へのたりやすさは、家族因子のみが

影響した。尚、分担研究結果の詳細につい

ては分担研究報告に記載した。 

 

D.考察 

 今回のエントリー症例（全 131 例、1 年

後アウトカム取得 88例）から得られたアウ

トカムを総合的にみてみると、本人の病前

性格や QOL・抑うつ傾向の回復、家族の理

解や支えなどは短期予後に影響を与えるこ

とがわかった。このことから本人・家族へ

の早期介入の必要性が示唆された。また初

診までの体重減少率が高いほうが予後は改

善傾向であり、むしろ緩徐に体重が低下し

ていくほうが、周囲に気がつかれず早期発

見・早期治療に結びつけることが困難であ

ることが示唆された。そのため、今回我々

は患者本人を支える環境にある家族や学校

むけにパンフレットを作成した。このパン

フレットを利用して早期発見・早期治療に

結びつけていけるようにするために、今後

は啓蒙活動も行っていく必要があると考え

られた。また今後は複数年の長期予後を前

方視的に集計し検討していく予定である。

そして、その結果は、厚生労働省が実施計

画している「摂食障害の診療体制整備」に

も還元され、効率的かつ効果的な診療体制

構築に寄与することが期待される。 

 

E.結論 

 研究期間を通して 131例の新規の小児摂

食障害のエントリーがあり、そのうち 1 年

間のアウトカムが出ている 88 例の予後に

影響を与える因子として 34 項目の予後因

子に加えて QOL、自閉症スペクトラム指数、

うつ尺度、血液検査、知能検査などとの検

討をおこなった。また、今回の 3 年間の発

症要因や予後因子の研究から得られた知見

を利用して、家族や学校むけのパンフレッ

トを作成した。そしてこれらの結果と今後

の長期予後の結果を利用して、小児摂食障

害の早期発見・早期治療の必要性を啓蒙し

ていく。 
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G.健康危険情報：特になし 

 

H.研究発表 

第 35回日本小児心身医学会学術集会（金沢）

にて発表予定。 
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資料１ アウトカム指標 
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表 1. 予後因子 

 1. 疾患タイプ別（神経性やせ症とその他） 
2. 核家族 
3. ひとり親家庭 
4. 家庭の不和 
5. 両親の強い養育姿勢 
6. 家族の精神疾患 
7. 体重減少時期 
8. 体重減少契機（意図的なダイエット） 
9. 体重減少契機（胃腸炎・上気道炎などに引き続く食欲不振の持続） 
10. 体重減少契機（不安や鬱状態に伴う食欲不振） 
11. 体重減少契機（便秘が気になって食事を減らした） 
12. 体重減少契機（食物が喉に詰まった後、嚥下への恐怖感） 
13. 体重減少契機（スポーツでの減量） 
14. 学校生活の問題（クラスに馴染めず、クラスメートとのトラブルなど） 
15. 学業での問題（学業に関する疲労、受験準備開始など） 
16. 意図的なダイエットの契機の有無 
17. 病前性格（頑張り屋で我慢強い子） 
18. 病前性格（大人の意に沿ういい子） 
19. 病前性格（元々頑固で融通がきかない） 
20. 病前性格（完璧主義、細部にこだわりやすい） 
21. 推定発症年齢 
22. 発症から初診までの期間 
23. 初診までの体重減少率 
24. 在胎週数 
25. 出生体重 
26. 出生順位 
27. 兄弟数 
28. 父最終学歴（大卒、その他） 
29. 母最終学歴（大卒、その他） 
30. 職業 
31. 学校（国立、公立、私立） 
32. 合併症（知的障害） 
33. 合併症（精神疾患） 
34. 合併症（身体疾患) 
 


